
うち交付金
充当額

1
緊急衛生確保等
事業（当初分）

衛生対策や対面式申請等の抑制を行い、新型コ
ロナウイルス感染症対策を行うための経費。

R2.4.1 R3.3.31 749,942 749,942

2
緊急衛生確保等
事業（予備費分）

衛生対策や対面式申請等の抑制を行い、新型コ
ロナウイルス感染症対策を行うための経費。

R2.4.13 R2.5.22 6,306,700 6,306,700

3

新型コロナウイル
ス感染症対策事業
者応援金支給事
業

商工観光課
新型コロナウイルス感染症の発生により売上げ
に影響を受ける事業者に対し、応援金を支給し、
事業継続を下支えする。

R2.5.14 R3.3.31 91,965,080 91,965,080

4
学校再開に係るマ
スク、消毒液等購
入事業

学校教育課
各小・中学校にマスク・手指消毒液・清拭消毒液・
非接触型体温計を購入するもの。

R2.4.1 R3.3.31 309,110 309,110

全庁

庁舎や各施設において、衛生対策や対面申請等
の抑制の対応を行うことにより、感染拡大防止を
図ることができた。

衛生対策や対面式申請等の抑制の対応を行うこ
とにより、感染拡大防止を図ることができた。

これまで経験したことがないような経済活動の制
限や縮小が求められる中、先行きに不安を感じて
ある事業者に応援金を支給し、事業継続を下支
えすることができた。

各小・中学校にマスク・手指消毒液・清拭消毒液・
非接触型体温計を購入し、設置等することによ
り、感染リスクを軽減することができた。
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5
学校給食関連事
業者支援事業

教育総務課
学校給食が、緊急事態で休校になり、食材のキャ
ンセルがきかなかった4月給食分を業者へ補助す
る。

R2.4.1 R3.3.31 2,601,907 2,601,907

6
ひとり親家庭等へ
の臨時特別給付
金事業

子ども育成課
新型コロナウイルス感染症の影響を考えひとり親
家庭等の生活を支援する。

R2.6.1 R3.3.31 6,883,324 6,883,324

7
学童保育所感染
症対応のための体
制拡充事業

子ども育成課
学童保育所における消毒作業等衛生管理や利
用者相談・書類作成等、感染症対策に係る対応
に必要な経費を支援する。

R2.7.1 R3.3.31 6,906,781 2,446,978

8
私立保育園・幼稚
園衛生管理支援
事業

保育所・幼稚園課
市内の私立保育園・幼稚園15園に対して、感染
症対策等に係る業務を担う職員を雇用するため
の人件費相当分を、支援金として給付する。

R2.6.1 R3.3.31 10,267,000 10,267,000

9
事業継続家賃支
援金支給事業

商工観光課

国の緊急事態宣言に基づいて福岡県から出され
た協力要請等を受けて休業又は時間短縮営業を
した事業者で、４月・５月分の家賃負担者に対し、
支援金を支給し、事業継続を下支えする。

R2.6.1 R2.11.26 13,859,456 13,859,456

消毒作業を徹底し、新型コロナウイルス感染症の
拡大防止策を取りながら、安全に保育を行うこと
ができた。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に努めつ
つ、継続的な保育を進めている私立保育園等へ
の必要な環境整備を支援することができた。

事業を継続していく上で負担となる家賃等の部分
に支援金を支給することで、事業継続を目指す事
業者の負担軽減を図ることができた。また、福岡
県から発出された協力要請の対象から外れた事
業者も含め、広く支援金の支給対象とすることで、
事業者が休業を選択しやすくし、感染拡大防止の
一助となった。

新型コロナウイルス感染拡大による学校給食停
止の影響を受けた業者の支援を行うことができ
た。

低所得で新型コロナウイルスの影響を受けやす
いひとり親世帯に、国の給付金より先に市独自の
給付金を支給することで、いち早く支援を開始す
ることができた。
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10
緊急短期雇用創
出事業

人事課

新型コロナウイルスの感染拡大による失業者等
を対象に、新型コロナウイルス感染症関連業務
等に従事する会計年度任用職員の任用に係る経
費。

R2.6.15 R2.12.28 6,889,659 4,950,812

11
市民活動支援事
業

コミュニティ推進課
新型コロナウイルス感染症対策に寄与する市民
活動団体事業に対する補助金の交付。

R2.6.15 R3.3.31 1,241,243 1,241,243

12
困窮者へ食の支
援事業

福祉課

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が
減少した人等を対象として、地元農家・障害福祉
関係事業所の食材セットを提供する。それに係る
食材梱包作業を障害福祉事業所で担い、生活困
窮者の食の支援及び障害福祉事業所等利用者
の工賃等の増につなげる。

R2.6.1 R3.3.31 4,320,000 4,320,000

13
避難所のコロナウ
イルス対策事業

防災安全課
新型コロナウィルス感染者の拡大防止に供する
ため、検温器、消毒液、間仕切り等に係る経費。

R2.6.19 R3.3.31 3,066,049 3,066,049

14
給食費の保護者
への補助

教育総務課
夏休み期間に授業を行うことに伴い、8月に給食
を行うが、保護者への負担を軽減するため、市よ
り給食費相当分を補助する。

R2.8.1 R3.3.31 22,707,230 22,707,230

災害から命を守る避難所において、感染症対策
を行うことで、身体を守る避難所の運営ができた。

給食費の補助を行うことにより、新型コロナウイル
ス感染拡大の影響を受けた保護者の負担軽減を
図ることができた。

働く場を失った方などの短期的な収入の確保に
寄与することができた。また、事業途中での就職
や事業終了後の会計年度任用職員としての任用
など、新たな雇用の創出につながり、対象者の生
活の支援に寄与した。

コロナ禍における地域課題の解決や地域の活性
化をめざす取り組みを支援することができた。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により困
窮状態にある市民を対象として実施し、432世帯
の方に利用いただき、食の支援につなげることが
できた。また、障がい者の方が生活困窮者の支援
に関わることで、障がい者の社会参加と同時に意
欲向上に繋がった。
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15
スクールカウンセ
ラー拡充事業

学校教育課
児童生徒の不登校をはじめとする相談に対応す
るため、スクールカウンセラー及びスクールソー
シャルワーカーを配置する。

R2.6.24 R3.3.31 4,103,227 4,103,227

16
学校健診における
感染防止事業

学校教育課
学校健診時において器具（鼻鏡・歯鏡）による感
染リスクを減らすため、健診用器具をレンタルし、
対象者全員分を確保するもの。

R2.6.1 R2.12.17 662,936 662,936

17
新型インフルエン
ザ等対策事業

健康課
新型インフルエンザ等（新型コロナウイルス含む）
対策における、備蓄品等の補充に要するもの。

R2.6.1 R3.3.31 9,259,086 9,259,086

18
就学援助費拡充
事業

教育総務課

臨時休校により学校給食が中止となり、その分の
食費が家計を圧迫しているため、特に経済的困
窮状態となっている就学援助費受給家庭に対し、
4・5月分の学校給食費相当額を援助する。

R2.4.1 R3.3.31 7,953,400 7,953,400

19
事業者相談・申請
支援事業

商工観光課
商工団体への補助金（専門家謝金、消耗品等相
当分）。

R2.5.25 R2.6.19 449,900 449,900

新型コロナウイルス感染症対策に係る国、県の給
付金等の申請において、オンラインの環境が整っ
てない等の理由で申請ができない事業者に対し
て専門家による相談窓口を商工会に設置し、38
名の相談支援を行った。

新型コロナウイルス感染症による児童生徒・保護
者等の心のケアを実施することができた。

健診用器具のレンタルをすることにより、器具（鼻
鏡・歯鏡）を使いまわしせず、感染のリスクを軽減
できた。

マスクや消毒液の他に防護服キットや施設の消
毒物品等の購入を行うことにより、感染拡大に対
応するための必要な環境整備を行うことができ
た。

経済的困窮状態となっている就学援助費受給家
庭に対し、4・5月分の学校給食費相当額を援助
し、困窮状態の軽減が図られた。
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20
プレミアム付き商
品券「将軍藤小
判」拡充事業

商工観光課

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民
及び市内の事業者を支援するため、プレミアム付
き商品券の発行額、プレミアム率を拡充して実施
する。

R2.7.21 R3.3.31 20,000,000 14,500,000

21
地域商品券「将軍
藤小判」全世帯配
布事業

商工観光課
新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民
及び事業者を支援するため、１世帯あたり５，００
０円分の商品券を給付する。

R2.7.21 R3.3.25 129,243,212 129,243,212

22 家賃軽減支援金 商工観光課

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上の
急減に直面する事業者の事業継続を下支えする
ため、国の家賃支援給付金の給付対象者に対
し、家賃軽減支援金を上乗せして給付する。

R2.7.21 R3.3.31 4,935,306 4,935,306

23
障がい福祉事業
所等就労継続支
援事業

福祉課

新型コロナウイルス感染症の影響により働く場を
失った方が、障害福祉事業所等に新たに就労し
一定の期間就労を継続した場合に、就職者へ給
付金を支給することで生活支援を図るとともに、
福祉事業所等における慢性的な人員不足を補完
することで、安定したサービス供給に寄与すること
を目的とする。

R2.7.31 R3.3.31 50,000 50,000

令和2年度は、新型コロナウイルスの影響を受け
た地域経済を再生させるため、発行額及びプレミ
アム率を拡充して実施し、合わせて年に2回発行
することで、切れ目の無い景気対策につなげるこ
とができた。また、取扱加盟店も昨年度より63事
業所増加した。

コロナ禍で経済活動が冷え込む中で、市内の中・
小規模店舗において、額面だけでも1億1千万円
あまりの消費活動を行うことができた。また、あら
ゆる方にコロナの影響が出てくる状況において、
プレミアム付き商品券を購入できなかった方に対
しても商品券を配付することができ、広く市民の生
活支援にもつなげることができた。

新型コロナウイルスの再拡大により、事業者の売
上減少が長期化する中、国の「家賃支援給付金」
に上乗せ補助を行うことで、事業者の家賃負担が
軽減され、事業継続の下支えをすることができ
た。

市内在住者の本事業利用は少なかったが、県事
業（雇用主に対する施策）と並行して実施したこと
で、市外在住者の就労定着による障がい福祉事
業所等における人員不足の補完に繋がった。
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24

介護サービス事業
所・高齢者施設等
就労継続支援事
業

長寿支援課

新型コロナウイルス感染症の影響により働く場を
失った方が、介護サービス事業所等に新たに就
労し、一定期間就労を継続した場合に、就労継続
支援金を給付。

R2.9.15 R3.3.31 150,330 150,330

25
就学援助受給世
帯への給付金事
業

子ども育成課
新型コロナウイルス感染症が市民生活に影響を
もたらす中、小中学生を養育する世帯のうち、経
済的に厳しい就学援助受給世帯を支援する。

R2.7.1 R3.3.31 9,169,889 9,169,889

26
学習支援員等配
置事業

学校教育課

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を講
じながら、最大限子どもたちの学びを保障するた
め、各小・中学校に学習支援員及びスクール・サ
ポート・スタッフを配置し、人的体制の強化を図る
もの。

R2.8.1 R3.3.31 75,200 75,200

27
GIGAスクール構想
事業

教育総務課

「情報活用能力」を児童生徒に育むICT環境を整
備するとともに、感染症拡大等に伴う臨時休校と
なった場合においても児童生徒の学習機会を確
保することができるよう、児童生徒１人１台の端末
整備等を行い、学校教育におけるICT環境の整備
を行う。

R2.9.15 R3.3.31 292,792,500 145,460,500

28
公立学校情報機
器整備費補助金

教育総務課

学校の臨時休校等の緊急時において、学校と児
童生徒が同時双方向によるやりとりを円滑に行う
ため、学校が使用するカメラ・マイクを整備するも
の。

R3.1.18 R3.1.25 725,340 498,340

低所得の子育て世帯である就学援助費受給世帯
に対して給付金を支給することで、新型コロナウ
イルスによる経済的な負担を緩和することができ
た。

人的支援を実施することにより、新型コロナウイ
ルス感染症対策を講じながら、学校における教育
活動を継続していくことができた。

感染症拡大等に伴う臨時休校となった場合にお
いても児童生徒の学習機会を確保することができ
るよう、令和２年度中に１人１台端末と高速大容
量の通信ネットワークを整備することができた。

学校が使用するカメラ・マイクを整備し、特に臨時
休校等の緊急時において、学校と児童生徒が同
時双方向によるやりとりが円滑に進められた。

就労継続支援金の支給を行うことで、就労促進に
よる新型コロナウイルス感染症の影響者への生
活支援や、安定したサービス供給に向けた高齢
者施設等における人員不足の補完につながっ
た。
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29
学校保健特別対
策事業費補助金

学校教育課

各学校が、感染症対策等を徹底しながら児童及
び生徒の学習保障を行うため、校長の判断で迅
速かつ柔軟に対応することができるよう、学校教
育活動の再開にあたって必要となる消耗品・備品
等の購入を行う。

R2.4.1 R3.3.31 18,500,000 9,250,000

30
甘木鉄道運行維
持対策事業

経営戦略課

緊急事態宣言下による外出自粛要請時において
も、生活・経済の安全確保に不可欠な地域公共
交通確保のために、事業継続した地域鉄道事業
者（甘木鉄道株式会社）に対し支援をするもの。

R2.4.1 R3.3.31 841,920 841,920

31
感染拡大防止対
策支援事業

商工観光課
ガイドラインに沿った感染拡大防止対策に取り組
んでいる事業者に対し、対策費用の一部を支援
する。

R2.9.24 R3.3.31 9,006,558 9,006,558

32
鳥獣害対策活動
支援事業

農業振興課

新型コロナウイルス感染拡大防止のための自粛
期間前までの鳥獣害対策の努力が無に帰するこ
とが無いように、捕獲活動の支援や機器の購入
により、感染拡大の防止を図るとともに、地域経
済の基盤安定化に資することを目的とする。

R3.3.12 R3.3.25 80,000 80,000

33
農業経営継続支
援事業

農業振興課

新型コロナウイルス感染症対策に係る国の支援
事業である「経営継続補助金」及び「高収益作物
次期作支援交付金」の支給対象者に対し、支援
金を上乗せ支給することで、市内農業者の事業
継続の下支えを図ることを目的とする。

R3.2.18 R3.3.31 11,700,000 11,700,000

新型コロナウイルスの影響が長期化し、感染防止
対策を実施しながら経済活動を再開させるwithコ
ロナへの転換を進める中で、感染防止対策を実
施する事業者の負担を軽減することができた。ま
た、感染防止対策を実施する店舗等を増やすこと
で、市民の安全・安心に寄与することができた。

捕獲に係る物品の導入経費等に対する支援を行
うことで、新型コロナウイルス感染拡大防止のた
めの自粛期間中の鳥獣による農林水産業等に係
る被害の拡大を防ぐことができた。

交付対象者へ迅速に支援金を支給することによ
り、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農
業者の事業継続の下支えを行うことができた。

校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することがで
きるよう、学校教育活動の再開にあたって必要と
なる消耗品・備品等の購入のため補助金を交付
することにより、各学校が、感染症対策等を徹底
しながら児童及び生徒の学習の保障を講じること
ができた。

新型コロナウイルス感染症の影響により、非常に
厳しい経営環境に直面した地域鉄道事業者（甘
木鉄道株式会社）に対して支援を行うことにより、
事業継続をサポートすることができた。
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34
障がい福祉事業
所等特別支援金
給付事業

福祉課

感染拡大の状況にあっても、支援の必要な障害
者へ継続して事業を行ってきている施設・事業所
に対し、感染拡大防止の取り組みのための支援
金を給付することで、国・県の支援とならない部分
を支援し今後も継続・安定したサービスの供給に
寄与することを目的とする。

R2.4.1 R3.3.31 5,305,830 5,305,830

36
介護サービス事業
所等特別支援金
給付事業

長寿支援課
新型コロナウイルス感染症拡大防止への取組を
支援。

R2.11.17 R3.3.31 7,408,140 7,408,140

37 衛生管理事業 保育所・幼稚園課
市内公立保育所・幼稚園の衛生管理を行うため、
感染症対策等に係る業務を担う職員を雇用する
ための人件費を計上。

R2.9.24 R3.3.31 956,458 956,458

38
私立保育園・幼稚
園衛生管理支援
事業（追加事業）

保育所・幼稚園課
市内の私立保育園・幼稚園15園に対して、感染
症対策等に係る業務を担う職員を雇用するため
の人件費相当分を、支援金として給付する。

R3.1.1 R3.3.31 1,114,942 1,114,942

39

コロナ禍における
インフルエンザワ
クチン任意接種費
助成事業

健康課
インフルエンザ流行期に備え、インフルエンザの
発症や重症化を防ぎ医療機関の負担を軽減する
ため、任意接種費用の一部を助成する。

R2.10.15 R3.1.31 19,977,566 19,977,566

感染症対策等に係る業務を担う職員の雇用によ
り、新型コロナウイルス感染症の拡大防止につな
げることができた。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に努めつ
つ、継続的な保育を進めている私立保育園等へ
の必要な環境整備を支援することができた。

任意予防接種の補助を行ったことにより、感染症
の発生や拡大防止に寄与できた。

支援金の支給を行うことで、新型コロナウイルス
感染症の影響下で高齢者支援を継続するために
各事業所等が取り組んでいる感染拡大防止対策
を支援することができ、高齢者が必要とするサー
ビスの継続・安定した供給につながった。

感染拡大の状況にあっても、支援の必要な障が
い児・者へ継続して事業を行っている施設、事業
所等に対し、感染拡大防止を支援するための支
援金を支給することにより、継続・安定したサービ
スの供給に寄与することができた。



うち交付金
充当額

実施計画
Ｎｏ

事業名 担当課
事業の概要
（当初計画）

事業始期 事業終期

総事業費 （単位：円）

実績及び効果

40
就学前健診におけ
る感染防止事業

学校教育課

就学前健診時において器具（歯鏡・舌圧子）によ
る感染リスクを減らすため、健診用器具をレンタ
ルし、対象者全員分を確保するもの。また、対象
者が多い学校の健診回数を従来より増やし、健
診会場における３密状態を回避するもの。

R2.11.2 R3.1.21 175,742 175,742

41
生涯学習センター
感染症対策事業

生涯学習課

新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防のた
め、対策のひとつとして、窓がなく部屋の換気が
できない生涯学習センターのギャラリーに空気清
浄機の設置を行うもの。

R2.11.16 R2.11.26 70,400 70,400

42
子ども・子育て支
援交付金

子ども育成課

①小学校の臨時休業に伴う放課後児童クラブ等
の対応
②放課後児童クラブの感染症の拡大防止を図る
ための利用料返還

R2.4.1 R3.3.31 4,509,166 1,503,166

43
鳥獣害対策活動
支援事業

農業振興課

新型コロナウイルス感染拡大防止のための自粛
期間前までの鳥獣害対策の努力が無に帰するこ
とが無いように、捕獲機器の購入により、感染拡
大の防止を図るとともに、地域経済の基盤安定化
に資することを目的とする。

R3.3.12 R3.3.25 146,850 146,850

44
スマート農業機械
導入支援事業

農業振興課

スマート農業のうち接触機会を減らすことができ
る省力機械の導入を支援することで、新型コロナ
ウイルス感染拡大を防止するとともに、水田農業
の生産性向上に寄与することを目的とする。対象
者は、同種の県事業の事業要件に合致しなかっ
た土地利用型農業者。

R3.1.5 R3.3.31 5,355,000 5,355,000

スマート農業機械の導入により、作業員の削減や
作業員間の接触機会の削減を図り、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止につなげることができ
た。

健診用器具をレンタルすることにより、器具（歯
鏡）を使いまわしせず、感染のリスクを軽減でき
た。また、スタッフの人員を増やし感染対策を万全
にしたうえで、就学前検診を実施できた。

感染症対策のための空気清浄機の購入を行っ
た。それにより、学習や交流の場・地域活動の拠
点として安全・快適な環境づくりをすることができ
た。

学校の臨時休校中で、保育を必要とする児童に
対し、朝から学童を開所することで保護者の就労
支援を行った。また、感染拡大防止を図りながら
保育を行うためには、3密対策が欠かせないた
め、利用料返還は、利用自粛を促し、感染防止に
大変効果があった。

捕獲に係る物品の導入経費等に対する支援を行
うことで、新型コロナウイルス感染拡大防止のた
めの自粛期間中の鳥獣による農林水産業等に係
る被害の拡大を防ぐことができた。



うち交付金
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45
プレミアム付き商
品券「将軍藤小
判」追加発行事業

商工観光課
新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民
及び市内の事業者を継続的に支援するため、プ
レミアム付き商品券を追加発行する。

R2.12.21 R3.3.31 10,300,000 10,300,000

46
選挙用コロナ対策
事業（消耗品）

選挙管理委員会
投票所における来場者、投開票従事者、参観者
等の多数の人の出入りが予想される市長選挙に
おける感染防止策を図る。

R3.3.22 R3.3.31 156,414 156,414

47
庁舎管理費（窓口
アクリル板設置事
業）

財政課
庁舎内の窓口等にアクリル板を設置し感染防止
を行う。

R3.1.27 R3.3.11 1,337,050 1,337,050

48
庁舎管理費（空気
清浄機）

財政課
庁舎内の会議等の際に使用する空気清浄機を購
入し感染防止を図る。

R3.1.12 R3.2.4 687,500 687,500

49
庁舎管理費（アル
コール噴霧台）

財政課
庁舎（本館及び別館）入口に非接触型アルコール
噴霧器を設置し感染防止を行う。

R3.1.12 R3.2.4 179,128 179,128

令和2年度は、新型コロナウイルスの影響を受け
た地域経済を再生させるため、発行額及びプレミ
アム率を拡充して実施し、合わせて年に2回発行
することで、切れ目の無い景気対策につなげるこ
とができた。また、取扱加盟店も昨年度より63事
業所増加した。

マスクや消毒液等を準備することで、選挙人や投
開票従事者の感染拡大防止を図り、適切に選挙
執行を行うことができた。

庁舎の窓口等にアクリル板を設置することによ
り、感染拡大防止を図ることができた。

庁舎の会議室等に空気清浄機等を設置すること
により、感染拡大防止を図ることができた。

庁舎（本館及び別館）入口に非接触型アルコール
噴霧器を設置することにより、感染拡大防止を図
ることができた。



うち交付金
充当額

実施計画
Ｎｏ

事業名 担当課
事業の概要
（当初計画）

事業始期 事業終期

総事業費 （単位：円）

実績及び効果

51
議会委員会イン
ターネット中継用
機器購入事業

議会事務局
⾏政のオンライン化を進め、感染症に強い社会⽣
活基盤の構築を図る。

R3.1.20 R3.2.16 419,980 419,980

52
デマンドタクシー導
入実証実験事業

都市計画課

公共交通空白・不便地域に住む住民の暮らしを
守り、高齢者等の移動支援を図るため、感染拡大
防止に配慮した上でデマンドタクシーの導入に係
る実証実験を実施する。

R3.3.1 R3.3.31 982,568 982,568

53
個人番号カード申
請補助事業

市民課
個人番号カード申請者の窓口での滞在時間を減
らし、三密を回避する。

R2.12.21 R3.2.15 957,000 957,000

59
障害児福祉手当
郵送手続き等事業

福祉課
窓口手続きを非接触型にし、また、窓口対応後に
消毒することにより、新型コロナウイルス感染のリ
スクを軽減するもの。

R2.4.1 R3.3.31 86,952 86,952
窓口手続きを郵送等で対応し、また、窓口対応後
に消毒することにより、感染拡大防止を図ること
ができた。

議会委員会インターネット中継を継続することが
でき、感染症に強い社会生活基盤の構築を図る
ことができた。

実施期間が短く住民生活に馴染む前に終了した
こと、コミュニティバスとの並行運行であったことか
ら利用者数の伸びに課題はあったが、不特定多
数が密閉空間にいる電車・バスに比べ換気・消毒
等の感染対策の取りやすいデマンドタクシーを用
いることにより、感染拡大の防止と移動支援の効
率性を両立しつつ経済活動の維持にも貢献でき
た。
また、アンケート調査の結果から一定程度の需要
と利便性の高さを確認できたので、今後の更なる
実証実験につなげることができた。

マイナンバーカードオンライン申請補助端末を活
用することにより、市民課窓口におけるマイナン
バーカード申請の補助にかかる時間が短縮され、
三密を回避し感染拡大防止を図ることができた。
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60

地域生活支援事
業（手話通訳用透
明マスク等、手話
遠隔用三脚、ヘッ
ドセット）

福祉課
コロナ禍における聴覚障がい者の意思疎通支
援。

R2.4.1 R3.3.31 28,334 28,334

61 農福連携事業 福祉課
新型コロナウイルス感染拡大の影響による収入
減等の世帯へ買い物助成を行い、食の確保につ
なげる。

R2.4.1 R3.3.31 1,209,007 1,049,007

63
味坂・御原校区コ
ミュニティセンター
空調改修工事

コミュニティ推進課

災害時の避難所となるコミュニティセンターの学
習室等の空調を改修することにより、三密及び熱
中症対策を講じた複数の快適な避難スペースを
確保する。

R3.1.19 R3.3.5 5,597,900 5,597,900

64

コミュニティセン
ター非接触型温度
計消毒機整備事
業

コミュニティ推進課
コロナ禍におけるコミュニティセンターの感染予防
と衛生的で安心な利用環境を整えるため、非接
触型温度計消毒機を整備するもの。

R3.1.26 R3.2.9 158,400 158,400

65
公立保育所、幼稚
園Wi-Fi環境整備
委託事業

保育所・幼稚園課

職員がリモート会議や研修会を行うことができる
ようにWi-Fi環境を整備するもの。それにより、市
や県を跨ぐ移動を減らすことができ、感染症拡大
防止の効果が見込まれる。

R2.12.21 R3.3.31 182,160 182,160

フェイスシールド等を購入し、手話通訳者の口元
を見えるようにすることにより、聴覚障がい者の意
思疎通支援を実施することができた。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により困
窮状態にある市民を対象として実施を行い、236
世帯の方に利用いただくことができ、食の確保に
つなげることができた。

災害時の避難所となるコミュニティセンターの学
習室等の空調を改修し、三密及び熱中症対策を
講じた複数の快適な避難スペースを確保すること
ができた。

施設入口での感染症対策を実施することで、施設
利用者の安心・安全に繋がっている。

職員がリモート会議や研修会を行うことができる
ようにWi-Fi環境の整備を行うことで、感染拡大防
止に必要な環境整備を図ることができた。
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66
公立保育所・幼稚
園施設コロナ対策
事業（備品）

保育所・幼稚園課
各施設で使用する空気清浄機や大型扇風機を購
入し、室内の換気等をすることにより、感染防止
を図る。

R2.12.21 R3.3.31 1,724,800 1,724,800

67
私立保育園等環
境整備事業補助
金

保育所・幼稚園課
職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継
続的に実施していくために必要な経費のほか、保
育所等の消毒に必要な経費を補助する。

R2.12.21 R3.3.31 6,000,000 6,000,000

68

公立保育所、幼稚
園新型コロナ対策
連絡体制構築事
業（備品）

保育所・幼稚園課
公立保育所、幼稚園が臨時休園の際及び、体調
不良により長期欠席した児童への連絡のため、
携帯電話を設置し児童の家庭生活を見守る。

R2.12.21 R3.3.31 115,200 115,200

70
就学援助費拡充
事業

教育総務課

コロナウイルス感染拡大を受け就学援助費受給
者の内、特に援助が必要だと考えられる小学6年
生と中学3年生に追加支給する。最終学年の児
童生徒は、来年度の進学・支度等に資金を要す
るため、追加支給により保護者負担を軽減するも
の。

R2.12.21 R3.3.31 3,960,000 3,960,000

71
学校保健特別対
策事業費補助金

学校教育課

各学校が、感染症対策等を徹底しながら児童及
び生徒の学習保障を行うため、校長の判断で迅
速かつ柔軟に対応することができるよう、補助金
の交付を行うもの。また、併せて学校施設の改善
を実施する。

R2.12.25 R3.3.31 18,500,000 9,250,000

新型コロナウイルス感染症対策のための備品を
購入することにより、児童福祉施設等における継
続的な事業実施に向けた環境整備を図ることが
できた。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に努めつ
つ、継続的な保育を進めている私立保育園等へ
の必要な環境整備を支援することができた。

新型コロナウイルス感染症の影響により、臨時休
園や緊急で園児体調不良時に連絡が取れる体制
が必要となったため、本事業により、連絡体制を
整備することができた。

令和３年度の新入学者に対し、入学準備金の入
学前支給を実施し、入学に係る経済的な負担の
軽減を図ることができた。

校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することがで
きるよう、必要となる消耗品・備品の購入、施設の
改善等のため補助金を交付することにより、各学
校が、感染症対策等を徹底しながら児童及び生
徒の学習の保障を講じることができた。
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72
小郡小学校手洗
い場改修事業

教育総務課

小郡小学校校舎の手洗い場が老朽化しており、
蛇口の数も足りないため、改修工事を行うことに
より、３密を避け、手洗いをしやすい環境を整備す
るもの。

R3.1.18 R3.3.30 4,639,800 4,639,800

73
学校生活における
思い出づくり支援
事業

学校教育課

感染症の影響により、学校における様々な教育
活動が制約を受けているため、感染症対策を
行った上で実施する自然体験、文化芸術体験等
の体験活動の実施に係る経費又は学校生活の
記念に残る物品等の購入経費を補助することに
より、卒業予定の児童生徒の学校生活における
思い出づくりを支援するもの。

R2.12.25 R3.3.31 6,187,282 6,187,282

74
文化会館安全・安
心確保事業

生涯学習課
市内において不特定多数の人の出入りが予想さ
れる施設等での感染防止策を図る。

R2.12.21 R3.3.31 779,823 779,823

75
生涯学習センター
安全・安心確保事
業

生涯学習課

指定避難所となっている生涯学習センターは、雨
漏り、空調設備の不良、和式便所等の支障があ
り、３密・感染リスクを避けながらの利用が困難と
なっているため、災害時の避難及び通常利用時
に感染防止対策が図れる施設環境を整備すると
ともに、３密を開始しながらリモートでの生涯学習
等が行えるよう、通信環境整備等を行うもの。

R2.12.21 R3.3.31 10,422,973 9,822,973

手洗い場改修を行い、蛇口の数を増やすことで手
洗い時の密の状態を改善し、老朽化していたタイ
ル貼りの手洗いをステンレス手洗いに改修するこ
とで衛生環境の向上を図ることができた。

各学校において、新型コロナウイルス感染症対策
を十分に講じた上で、卒業予定の児童の学校生
活の思い出となる活動を支援することができた。

新型コロナウイルス感染症対策として、備品等の
購入を行った。それにより、コロナ禍においても文
化芸術活動を行う利用者に安全・安心な施設を
提供することができた。

感染症対策のための施設改修や、備品等の購入
を行った。それにより、学習や交流の場・地域活
動の拠点として安全・快適な環境づくりをすること
ができた。
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76
文化会館空調設
備改修事業

生涯学習課

地域文化の拠点となる文化会館は、新型コロナ
ウイルスの影響により、利用者が減少している。
文化活動を再開するにあたって、通常、密閉空間
で利用するホールであっても、感染防止対策とし
て換気が求められることから、ホールの老朽化し
た空調設備の改修を行い、換気中でも、施設利
用に快適な環境を保つため、また、地域文化活動
再開の促進を図るもの。

R2.12.21 R3.3.31 1,129,700 1,129,700

77
図書館コロナ対策
事業
（消耗品）

生涯学習課
消毒及び除菌作業、アクリル板設置等により、感
染防止に努める。

R2.12.27 R3.3.31 58,092 58,092

78
図書館コロナ対策
事業
（備品）

生涯学習課
来館者入館時の体温測定及び館内誘導等によ
り、感染防止に努める。

R2.12.27 R3.3.31 446,633 446,633

79
小郡市体育施設コ
ロナ対策事業（消
耗品）

スポーツ振興課
小郡市体育施設利用者に、消毒液及び除菌作業
に必要な物を提供することにより、感染拡大防止
に努める。

R3.1.5 R3.3.31 192,666 192,666

新型コロナウイルス感染症対策として、空調設備
の修繕を行った。それにより、コロナ禍においても
文化芸術活動を行う利用者に安全・安心な施設
を提供することができた。

感染防止対策のため、自動手指消毒器等を設置
し、利用者に安心して来館いただくとともに、飛沫
対策等により安全な窓口対応ができた。

感染防止対策のため、体温測定カメラ等を設置
し、利用者に安心して来館いただくとともに、飛沫
対策等により安全な窓口対応ができた。

利用者入館時に体温測定、手指消毒を実施する
ことにより、感染拡大防止を図ることができた。
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80
小郡市体育施設コ
ロナ対策事業（備
品）

スポーツ振興課
小郡市体育施設利用者の各施設への入場時に
体温測定し感染の可能性のある方を確認、感染
拡大防止に努める。

R3.1.5 R3.3.31 1,924,494 1,924,494

81
学校保健特別対
策事業費補助金

学校教育課
学校再開等にあたり集団感染のリスクを避け、児
童生徒が安心して学ぶことができる体制整備の
ため、保健衛生用品等を購入するもの。

R2.5.14 R3.2.5 1,741,000 871,000

82
庁舎管理費（議場
アクリル板設置事
業）

財政課
議場、本館３階大会議室にアクリル板を設置し感
染防止を行う。

R2.11.5 R3.2.25 1,075,074 1,075,074

83
障害者総合支援
事業費補助金

福祉課
特別支援学校等の臨時休業に伴い利用増加が
見込まれる放課後等デイサービスの報酬増加分
及び利用者負担増加分。

R2.4.1 R3.3.31 7,392,063 1,848,015

84
母子保健衛生費
補助金

健康課
新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、4・5
月の乳幼児健診（4か月・10か月児）を集団健診
から医療機関における個別健診へ切り替えた。

R2.4.17 R2.5.30 770,649 639,649

利用者入館時に体温測定、手指消毒を実施する
ことにより、感染拡大防止を図ることができた。

児童生徒が安心して学ぶことができる体制整備
のため、保健衛生用品等を購入するよう補助金を
交付することにより、学校再開等にあたり集団感
染のリスクを軽減することができた。

議場、本館３階大会議室にアクリル板を設置する
ことにより、感染拡大防止を図ることができた。

休校期間中、日中自宅で過ごすことができない障
がい児の受入環境整備を図ることができた。

4・5月の乳児健診を個別健診にて実施することに
より、感染拡大防止を図ることができた。
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85
申告会場コロナ対
策事業（消耗品）

税務課
税の申告会場の感染症対策として、アクリルパー
テーションや消毒液を購入し、感染症の拡大を防
止する。

R3.1.29 R3.3.15 106,995 106,995

86
新型コロナウイル
ス感染症関連情報
周知啓発事業

経営戦略課
財政課

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止啓発
や支援情報の周知徹底のためのポスター・チラシ
制作や広報紙への折込などを行う。

R2.4.15 R3.2.1 336,490 336,490

87
健康づくり講演会
オンライン配信事
業

経営戦略課

新型コロナウイルス感染防止対策のために、免
疫力を高めるための質の良い睡眠を広く啓発す
ることを目的として、講話等をYouTubeで公開する
ための動画を制作・公開するもの。

R2.7.27 R2.9.30 193,600 193,600

88
消防団管理運営
費

防災安全課

消防団員の新型コロナウイルス感染対策として
各格納庫等に非接触式温度計を配備し、訓練等
に参加する団員の体温を計測することができる体
制を整備するもの。

R2.6.30 R2.7.27 108,900 108,900

89
総合保健福祉セン
ターコロナ対策事
業（消耗品）

健康課

館内での感染を予防するために、利用者の手指
消毒や、施設使用後の消毒、感染症予防啓発等
を行う。また、事務室内での3密防止対策として、
パーテーションを設置する。

R2.4.1 R3.3.31 199,181 199,181

税の申告会場内にアクリルパーテーションや消毒
液を設置することで、感染拡大防止を図ることが
できた。

新型コロナウイルス感染症関連の各種支援策や
感染拡大防止の呼びかけのための広報紙への
折込などを行うことにより、感染拡大防止等を図
ることができた。

医師であり、睡眠研究の第一人者でもある内村
直尚氏に、免疫力を高めるための良質な睡眠に
関する講話をYouTubeで公開することにより、市
民は外出することなく講話の内容を聞くことがで
き、ひいては新型コロナウイルス感染症への対策
をとることができた。

手指消毒液、非接触型検温器を購入することによ
り、感染拡大防止を図ることができた。

感染防止対策のための必要物品を購入し、新型
コロナウイルス感染症対策を行いながら、施設運
営を行うことができた。
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90
小中学校校舎の
感染症対応消毒
殺菌実施

学校教育課

新型コロナウイルス感染症の罹患者が発生した
小中学校において、安心して教育活動を継続でき
るよう校内の消毒殺菌を専門業者に委託して実
施するもの。

R2.8.4 R2.9.3 501,600 501,600

91
避難所のコロナウ
イルス対策事業
（教室等鍵作成）

教育総務課
避難所となっている小中学校において、避難所に
おける３密対策として避難所として使用する教室
等を増やすことを目的とするもの。

R2.7.16 R2.10.14 46,530 46,530

92
がん検診受診勧
奨

健康課

新型コロナウイルスによる影響で、がん検診受診
控えが懸念される中、がん検診未受診者へ、コロ
ナ禍でもがん検診が必要であることや感染対策
を取ってがん検診を実施していることを周知し受
診勧奨を行い、受診率低下を防ぐ。

R2.11.1 R2.12.9 2,773,011 2,773,011

97

コロナ禍における
インフルエンザワ
クチン任意接種費
助成事業(償還払)

健康課
インフルエンザ流行期に備え、インフルエンザの
発症や重症化を防ぎ医療機関の負担を軽減する
ため、任意接種費用の一部を助成する。

R2.10.15 R3.3.31 3,342,365 3,342,365

98
庁舎管理費（仕切
り板設置事業）

財政課 事務室内の机に仕切りを設置し感染防止を行う。 R3.2.25 R3.3.11 526,240 526,240

任意予防接種の補助を行ったことにより、感染症
の発生や拡大防止に寄与できた。

事務室内の机に仕切りを設置することにより、感
染拡大防止を図ることができた。

安心して教育活動を継続できるよう校内の消毒殺
菌を専門業者に委託することにより、集団感染の
リスクを軽減することができた。

小中学校において避難所として使用する教室を
増やしたことに伴い、休日や夜間でも速やかに避
難所として使用できるよう鍵を作成した。これによ
り、避難所における３密を防止し、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止を図ることができた。

新型コロナウイルスによる影響で、がん検診受診
控えが懸念される中、受診勧奨を行うことにより、
受診控えを一定程度抑えることができた。
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101
三井中央高等学
校における感染症
対策支援

教育総務課
三井中央高等学校が国の補助金を活用して感染
症対策事業を実施するにあたり、地方負担となる
経費を構成自治体で負担するもの。

R3.3.25 R3.3.31 152,563 152,563

108
甘木鉄道運行維
持対策事業（追加
分）

経営戦略課

緊急事態宣言下による外出自粛要請時において
も、生活・経済の安全確保に不可欠な地域公共
交通確保のために、事業継続した地域鉄道事業
者（甘木鉄道株式会社）に対し支援をするもの。

R2.4.1 R3.3.31 2,631,000 2,631,000

新型コロナウイルス感染症の影響により、非常に
厳しい経営環境に直面した地域鉄道事業者（甘
木鉄道株式会社）に対して支援を行うことにより、
事業継続をサポートすることができた。

三井中央高校における新型コロナ対策として、消
耗品や備品の整備を行うことにより、感染拡大防
止を図ることができた。


